
ファイル名:四半期概要（単体のみ） 更新日時:2/15/2007 3:51:00 PM 印刷日時:2007/02/1515:52 

― 1 ― 

 

 

 

平成19年９月期 第１四半期財務・業績の概況（個別） 
平成19年２月15日 

上場会社名 フィンテック グローバル株式会社  (コード番号：8789  東証マザーズ)

（ＵＲＬ http://www.fgi.co.jp/）   

問合せ先 代表者役職・氏名 代表取締役社長 玉 井 信 光   ＴＥＬ：(03)5733－2121 

 責任者役職・氏名 取締役財務部長 杉 本   健   

 

1. 四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準             ：中間財務諸表作成基準 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無   ：有 

変更内容は、四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載しております。 

③ 会計監査人の関与                 ：有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等

に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」

に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 

2. 平成19年９月期第１四半期財務・業績の概況（平成18年10月１日～平成18年12月31日） 

 (1) 経営成績の進捗状況 (百万円未満切捨)
 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成19年９月期第１四半期 2,198 （112.1) 1,589 (117.5) 1,336 (88.9) 757 (82.5)

平成18年９月期第１四半期 1,036 (695.8) 731 (9,802.5) 707 (9,476.5) 414 (10,815.7)

(参考) 平成18年９月期 7,544 (206.2) 5,815 (252.5) 5,480 (241.7) 3,234 (247.6)

 

 
１株当たり四半期
(当期)純利益 

円 銭

平成19年９月期第１四半期 639 79 

平成18年９月期第１四半期 2,017 60 

(参考) 平成18年９月期 14,349 40 

(注) ①期中平均株式数  平成19年９月期第１四半期 1,183,687株 

          平成18年９月期第１四半期   205,618株 

          平成18年９月期        225,419株 

当社は平成18年10月１日付けで１株につき５株の割合で株式分割を行いました。 

 

②売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
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 (2) 財政状態の変動状況 (百万円未満切捨)
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成19年９月期第１四半期 61,459 24,492 39.9 20,644 13

平成18年９月期第１四半期 29,439 4,994 17.0 24,089 76

(参考) 平成18年９月期 58,595 24,896 42.5 105,215 93

(注)  当社は平成18年10月１日付けで１株につき５株の割合で株式分割を行いました。当該株式分割が前年期首

に行われた場合の１株当たり純資産を参考までに掲げると以下の通りであります。 

 平成19年９月期第１四半期 20,644円13銭 

 平成18年９月期第１四半期  4,817円95銭 

 平成18年９月期      21,043円18銭 

 

3. 平成19年９月期の業績予想（平成18年10月１日～平成19年９月30日）      (百万円未満切捨) 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中間期 5,040 3,400 1,847 

通期 10,800 7,685 4,204 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 3,543円74銭 

 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて算定しており、今後の経済状

況等の変化により、実際の業績は予想値と異なる場合があります。 

 

4. 配当状況 
 
・現金配当 １株当たり配当金(円) 

 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間 

平成18年９月期 ― ― ― 5,000.00 ― 5,000.00 

平成19年９月期(実績) ― ― ― ― ― ― 

平成19年９月期(予想) ― 550.00 ― 750.00 ― 1,300.00 

(注)  当社は平成18年10月１日付けで１株につき５株の割合で株式分割を行いました。 
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5. 四半期財務諸表 

① 四半期貸借対照表 

 

  
前第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比 
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金 ※１ 12,133,094 12,772,671  10,139,618 

 ２ 売掛金  2,189 18,154  7,120 

 ３ 営業投資有価証券  332,772 438,654  439,512 

 ４ たな卸資産  817 711  1,717 

 ５ 営業貸付金 
 

※1・6 
 

16,253,000 35,178,589  36,066,589 

 ６ その他  173,773 1,951,736  991,961 

   貸倒引当金  ― △108,199  △108,199 

   流動資産合計   28,895,646 98.2 50,252,318 81.8  47,538,319 81.1

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※４    

  (1) 建物  53,584 19,356  45,923 

  (2) 器具及び備品  12,380 65,964 0.2 14,258 33,614 0.0 14,658 60,581 0.1

 ２ 無形固定資産   1,189 0.0 7,329 0.0  5,949 0.0

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 関係会社株式  ― 10,655,316  10,620,816 

  (2) その他  480,084 510,766  369,470 

    貸倒引当金  △3,690 476,394 1.6 ― 11,166,082 18.2 ― 10,990,286 18.8

   固定資産合計   543,547 1.8 11,207,026 18.2  11,056,818 18.9

   資産合計   29,439,193 100.0 61,459,344 100.0  58,595,137 100.0
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前第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比 
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 買掛金  40,713 24,805  39,489 

 ２ 短期借入金  1,597,000 26,100,600  4,386,500 

 ３ 営業借入金 
 
※１ 

 
5,090,500 ―  3,094,325 

 ４ 一年以内返済予定 
   長期借入金 

※１ 40,192 987,246  173,056 

 ５ 未払法人税等  304,441 556,837  2,167,434 

 ６ 賞与引当金  12,004 30,000  80,000 

 ７ その他  289,876 1,623,493  1,515,326 

   流動負債合計   7,374,727 25.0 29,322,981 47.7  11,456,131 19.5

Ⅱ 固定負債     

 １ 新株予約権付社債  17,000,000 ―  20,000,000 

 ２ 長期借入金 ※1・6 44,174 7,621,738  2,216,492 

 ３ 退職給付引当金  2,745 4,310  4,335 

 ４ その他  22,800 17,910  21,775 

   固定負債合計   17,069,719 58.0 7,643,958 12.4  22,242,602 38.0

   負債合計   24,444,447 83.0 36,966,940 60.1  33,698,733 57.5

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   2,053,935 7.0 ― ―  ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

   資本準備金  1,851,900 ―  ― 

   資本剰余金合計   1,851,900 6.3 ― ―  ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

   第１四半期 
   未処分利益 

 1,089,650 ―  ― 

   利益剰余金合計   1,089,650 3.7 ― ―  ― ―

Ⅳ 自己株式   △739 △0.0 ― ―  ― ―

   資本合計   4,994,746 17.0 ― ―  ― ―

   負債及び資本合計   29,439,193 100.0 ― ―  ― ―
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前第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間末 

(平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金   ― ― 10,650,771 17.3  10,624,769 18.1

 ２ 資本剰余金    

    資本準備金  ― 10,351,900 10,351,900 

   資本剰余金合計   ― ― 10,351,900 16.9  10,351,900 17.7

 ３ 利益剰余金    

   その他利益剰余金    

    繰越利益剰余金  ― 3,480,242 3,906,045 

   利益剰余金合計   ― ― 3,480,242 5.7  3,906,045 6.7

   株主資本合計   ― ― 24,482,913 39.9  24,882,715 42.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

   その他有価証券 
   評価差額金 

  ― ― 9,489 0.0  13,688 0.0

   評価・換算差額等合計   ― ― 9,489 0.0  13,688 0.0

   純資産合計   ― ― 24,492,403 39.9  24,896,403 42.5

   負債純資産合計   ― ― 61,459,344 100.0  58,595,137 100.0
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② 四半期損益計算書 

 

  
前第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,036,520 100.0 2,198,268 100.0  7,544,427 100.0

Ⅱ 売上原価   75,976 7.3 152,959 7.0  431,256 5.7

   売上総利益   960,543 92.7 2,045,309 93.0  7,113,171 94.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   229,484 22.2 455,505 20.7  1,297,778 17.2

   営業利益   731,059 70.5 1,589,804 72.3  5,815,392 77.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,042 0.2 6,708 0.3  14,566 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  25,559 2.4 260,138 11.8  349,578 4.7

   経常利益   707,541 68.3 1,336,374 60.8  5,480,380 72.6

Ⅵ 特別損失   ― ― 39,770 1.8  ― ―

   税引前第１四半期 
   (当期)純利益 

  707,541 68.3 1,296,604 59.0  5,480,380 72.6

   法人税、住民税 
   及び事業税 

※４ 292,687 539,297 2,450,597 

   法人税等調整額  ― 292,687 28.3 ― 539,297 24.5 △204,844 2,245,752 29.8

   第１四半期(当期) 
   純利益 

  414,854 40.0 757,306 34.5  3,234,627 42.8

   前期繰越利益   674,796 ―  ―

   第１四半期(当期) 
   未処分利益 

  1,089,650 ―  ―
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③ 四半期株主資本等変動計算書 

当第１四半期会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成18年12月31日) 

株主資本 評価・換算差額等 純資産合計

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金

 

資本金 

資本準備金 

繰越利益剰余金

株主資本合計 
その他有価証券
評価差額金 

 

平成18年９月30日残高(千円) 10,624,769 10,351,900 3,906,045 24,882,715 13,688 24,896,403

当第１四半期会計期間中の変動額   

 新株の発行 26,001 ―  ―     26,001  ― 26,001 

 剰余金の配当 ― ― △1,183,110 △1,183,110 ― △1,183,110

 第１四半期純利益 ― ― 757,306 757,306 ― 757,306

株主資本以外の項目の当第１四半期
会計期間中の変動額（純額） 

― ―      ―     ― △4,199 △4,199

当第１四半期会計期間中の 
変動額合計(千円) 

26,001 ―      △425,803    △399,801 △4,199 △404,000

平成18年12月31日残高(千円) 10,650,771 10,351,900  3,480,242 24,482,913  9,489  24,492,403

 

 

前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 
資本準備金

繰越利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 

純資産合計

平成17年９月30日残高(千円) 1,303,735 1,101,900 1,043,805 ― 3,449,440 ― 3,449,440

事業年度中の変動額   

 新株の発行 9,321,034 9,250,000 ― ― 18,571,034 ― 18,571,034

 剰余金の配当 ― ― △369,009 ― △369,009 ― △369,009

 当期純利益 ― ― 3,234,627 ― 3,234,627 ― 3,234,627

 自己株式の取得 ― ― ― △3,379 △3,379 ― △3,379

自己株式の消去 ― ― △3,379 3,379 ― ― ―

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額） 
― ― ― ― ― 13,688 13,688

事業年度中の変動額合計(千円) 9,321,034 9,250,000 2,862,239 ― 21,433,274 13,688 21,446,963

平成18年９月30日残高(千円) 10,624,769 10,351,900 3,906,045 ― 24,882,715 13,688 24,896,403
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

  有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

  有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社株式

   同左 

  有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社株式

   同左 

  ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

──── 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

四半期会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により

算定） 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は

個別法によっており、詳細

は「９ その他四半期財務

諸表（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な事項

(2)営業投資有価証券（匿

名組合出資金）の会計処

理」に記載しております。

  時価のないもの 

   同左 

  時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基

準及び評価方法 

時価法を採用しております。    同左    同左 

３ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

仕掛品 

   同左 

仕掛品 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物      ８～15年

   器具及び備品  ４～20年

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

   建物     ８～15年 

   器具及び備品 ３～20年 

(1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

エアについては社内における

利用可能期間（３～５年）に

基づいております。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 

 (3) 長期前払費用 

均等償却を採用しておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

   同左 

(3) 長期前払費用 

   同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

(1) 新株発行費 

──── 

(1) 新株発行費 

──── 

 (2) 株式交付費 

──── 

(2) 株式交付費 

支出時に全額費用処理して

おります。 

(2) 株式交付費 

   同左 

 (3) 社債発行費 

支出時に全額費用処理してお

ります。 

(3) 社債発行費 

──── 

(3) 社債発行費 

    支出時に全額費用処理してお

ります。 
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項目 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため一般債権については貸

倒実績率を基礎として、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

   同左 

(2) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における要支

給額に基づき、当第１四半期会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

なお、退職給付引当金の対象

従業員が300名未満であるた

め、簡便法によっております。

(3) 退職給付引当金 

   同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、期末要支給額を退職給

付債務として計上しておりま

す。 

なお、退職給付引当金の対

象従業員が300名未満であるた

め、簡便法によっております。

７ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

   同左    同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 イ ヘッジ手段…金利スワップ

 ロ ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

 (3) ヘッジ方針 

市場金利の変動を回避する目

的で金利スワップを行っており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

   同左 

(3) ヘッジ方針 

   同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップについては特例

処理の要件を充足しているため

有効性の評価を省略しておりま

す。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

   同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

   同左 
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項目 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

９ その他四半期財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理 

   同左 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

 (2) 営業投資有価証券（匿名組合

出資金）の会計処理 

当社は営業投資有価証券（匿

名組合出資金）の会計処理を行

うに際して、匿名組合の財産の

持分相当額を「営業投資有価証

券」として計上しております。

匿名組合への出資時に「営業投

資有価証券」を計上し、匿名組

合が獲得した純損益の持分相当

額については、「売上高」に計

上するとともに同額を「営業投

資有価証券」に加減しておりま

す。 

(2) 営業投資有価証券（匿名組合

出資金）の会計処理 

同左 

(2) 営業投資有価証券（匿名組合

出資金）の会計処理 

同左 

 (3) 金融費用の計上方法 

──── 

(3) 金融費用の計上方法  

金融費用は、営業収益に対

応する金融費用とその他の金

融費用を区分計上することと

しております。その配分方法

は、総資産を営業取引に基づ

く資産とその他の資産に区分

し、その資産残高を基準とし

て営業資産に対応する金融費

用を売上原価に、その他の資

産に対応する金融費用を営業

外費用に計上しております。 

 

(3) 金融費用の計上方法 

──── 

 



ファイル名:四半期概要（単体のみ） 更新日時:2/15/2007 3:51:00 PM 印刷日時:2007/02/1515:52 

― 11 ― 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当四半期会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用方針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 

 

──── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

──── 

 

 

 

──── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

──── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前事業年度まで、金融費用につ

いては、営業投融資と個別対応す

る資金の調達費用を売上原価に、

個別対応しない資金の調達費用を

営業外費用に計上していました

が、個別対応しない資金の調達費

用の割合が増加したことにより、

売上原価と営業外費用の合理的な

区分を行うため、当第１四半期会

計期間より金融費用の配分を行う

ことにしました。 

その配分方法は、総資産を営業

取引に基づく資産とその他の資産

に区分し、その資産残高を基準と

して営業資産に対応する金融費用

を売上原価に、その他の資産に対

応する金融費用を営業外費用に計

上しております。 

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日企

業会計基準指針第６号)を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。従来の資本の部の合計

に相当する金額は24,896,403千円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

──── 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

 

また、これに伴い従来の「営業借

入金」を返済期間に応じて「短期借

入金」または「長期借入金」として

処理することとしました。 

この変更により、従来の方法によ

った場合に比べ、当第１四半期会計

期間の営業利益は46,548千円減少し

ておりますが経常利益に与える影響

はありません。また流動負債は

790,000千円減少しており、固定負

債は同額増加しております。 

 

 

 

 

 

表示方法の変更 

 
前第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

──── 

 

 

 

 

 

 

 (四半期貸借対照表関係) 

「関係会社株式」は、前第１四半期会計期間末におい

ては、投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当第１四半期会計期間末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

なお、前第１四半期会計期間末の「関係会社株式」の

金額は175,816千円であります。 
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注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 
 

前第１四半期会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年９月30日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保提供資産 

現金及び預金 189,000千円

   担保付債務 

営業借入金 325,500千円

  

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保提供資産 

営業貸付金 815,000千円

   担保付債務 
一年以内返済予
定長期借入金 

495,000千円

長期借入金 150,000千円

  計 645,000千円

 
 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保提供資産 

現金及び預金 189,000千円

営業貸付金 815,000千円

  計 1,004,000千円

   担保付債務 

営業借入金 961,700千円
 

 (2) 担保に供している資産は以下

のとおりであります。 

  「質権の設定」 

資産の種類 帳簿価額 
対応する 
債務の金額 

営業貸付金 1,455,000千円 
営業借入金 
1,333,000千円 

  

(2)      ──── 

 

(2)      ──── 

 

２ 貸出コミットメント契約 

貸出コミット 
メントの総額 

2,000,000千円

貸出実行残高 ―千円

貸出未実行 
残高 

2,000,000千円

  

２ 貸出コミットメント契約 

プリンシパルファイナンス業

務における貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。 

貸出コミット
メントの総額

10,120,000千円

貸出実行残高 375,000千円

貸出未実行 
残高 

9,745,000千円

なお、上記貸出コミットメ

ント契約のうち、10,000,000

千円については、借入人の資

金使途、信用状態等に関する

審査を貸出の条件としている

ため、必ずしも全額が貸出実

行されるものではありませ

ん。 

２ 貸出コミットメント契約 

プリンシパルファイナンス業

務における貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。 

貸出コミット 
メントの総額 

7,000,000千円

貸出実行残高 195,000千円

貸出未実行 
残高 

6,805,000千円

なお、上記貸出コミットメン

ト契約においては、借入人の資

金使途、信用状態等に関する審

査を貸出の条件としているた

め、必ずしも全額が貸出実行さ

れるものではありません。 

 

３    ──── ３    ──── ３ 出資コミットメント契約 

プリンシパルファイナンス業

務における出資コミットメント

に係る出資未実行残高等は次の

とおりであります。 

出資コミット 
メントの総額 

4,800,000千円

出資実行残高 ―千円

出資未実行 
残高 

4,800,000千円

なお、上記出資コミットメン

ト契約においては、被出資者の

資金使途、信用状態等に関する

審査を出資の条件としているた

め、必ずしも全額が出資実行さ

れるものではありません。 
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前第１四半期会計期間末 
(平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成18年12月31日) 

前事業年度末 
(平成18年９月30日) 

※４ 有形固定資産の減価償却累

計額 

建物 9,009千円

器具及び備品 9,790千円

  

※４ 有形固定資産の減価償却累

計額 

建物 6,343千円

器具及び備品 13,080千円
 

※４ 有形固定資産の減価償却累

計額 

建物 16,950千円

器具及び備品 12,530千円
 

  ５    ──── 
  

５ プリンシパルファイナンス業

務における投融資資金に充当す

るため取引銀行とコミットメン

トライン契約を締結しておりま

す。当該契約における借入極度

額及び借入未実行残高は次のと

おりであります。 

借入コミット 
メントの  
極度額 

4,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

借入未実行残高 3,000,000千円

    

５ プリンシパルファイナンス業

務における投融資資金に充当す

るため取引銀行とコミットメン

トライン契約を締結しておりま

す。当該契約における借入極度

額及び借入未実行残高は次のと

おりであります。 

借入コミット 

メントの 

極度額    

               
4,000,000千円

借入実行残高 ―千円

借入未実行残高 4,000,000千円

 

※６       ──── 

 

※６ 金融取引として会計処理いた

しました当第１四半期会計期間

末の主な資産及び負債は下記の

とおりであります。 

営業貸付金 4,612,000千円 

長期借入金 3,257,000千円 

 

※６       ──── 
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 (四半期損益計算書関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 22千円

投資事業組合 
運用益 

1,870千円

  

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 3,716千円

新株発行費 9,645千円

社債発行費 11,741千円

デリバティブ 
評価損 

403千円

  

 

 

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 4,959千円

 

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 48,466千円

株式交付費 2,170千円

新株予約権付
社債償還損 

200,000千円

 

 

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 6,726千円

 

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 78,432千円

デリバティブ 
評価損 

1,341千円

株式交付費 112,675千円

社債発行費 18,092千円

シンジケート
ローン手数料 

86,575千円

新株予約権付
社債償還損 

50,000千円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,112千円

無形固定資産 93千円

  

※４ 当第１四半期における税金費

用については、簡便法による

税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は、「法

人税、住民税及び事業税」に

含めて表示しております。 

 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,976千円

無形固定資産 460千円

 

※４     同左 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,792千円

無形固定資産 868千円

 

※４    ──── 
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(四半期株主資本等変動計算書関係) 

当第１四半期会計期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年12月31日） 

 自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） ― 3.79 3.79 ―

 (注)  増加数の内訳は、次の通りであります。 

 端株の買取による増加   3.79株  

減少数の内訳は、次の通りであります。 

     消却による減少      3.79株 
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 (リース取引関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第１

四半期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第１

四半期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

第１四半
期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 1,938 387 1,550 

工具器具 
備品 

11,235 2,247 8,988 

合計 13,174 2,634 10,539 

 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

第１四半
期末残高
相当額
(千円)

建物 1,938 775 1,163

器具及び
備品 

11,235 4,494 6,741

合計 13,174 5,269 7,904

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

建物 1,938 678 1,260

器具及び
備品 

11,235 3,932 7,303

合計 13,174 4,610 8,563

  

２ 未経過リース料第１四半期末残

高相当額 

１年内 2,499千円

１年超 8,296千円

合計 10,796千円

  

２ 未経過リース料第１四半期末残

高相当額 

１年内 2,628千円

１年超 5,667千円

合計 8,296千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 2,595千円

１年超 6,337千円

合計 8,932千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 746千円

減価償却費相当額 658千円

支払利息相当額 140千円

  

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 746千円

減価償却費相当額 658千円

支払利息相当額 109千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,984千円

減価償却費相当額 2,634千円

支払利息相当額 515千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

５ 利息相当額の算出方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法を採用してお

ります。 
  

５ 利息相当額の算出方法 

  同左 

５ 利息相当額の算出方法 

  同左 
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(有価証券関係) 

前第１四半期会計期間(自 平成17年10月１日 至 平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当第１四半期会計期間(自 平成18年10月１日 至 平成18年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 
 

前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１ 平成17年12月19日発行の第１

回無担保転換社債型新株予約権

付社債18,500,000千円につきま

しては、平成18年１月18日をも

って新株予約権全ての行使が完

了いたしました。 

 この結果、平成18年１月18日

をもって、資本金10,553,935千

円、発行済株式総数233,120.79

株となりました。 

 

(1) 発行された株式の種類及び数 

普通株式 28,055.79株 

(端株買取分3.79株を含んで

おります。) 

 

(2) 発行総額  18,500,000千円 

 

(3) 資本金組入額 9,250,000千円 

 

(4) 新株の配当起算日 

  平成17年10月１日 

１ 当社は、平成 19 年 1月 22 日開

催の取締役会決議に基づいて、

2012 年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債の発行をいたし

ました。 
 
(1) 本社債の発行総額 

22,170,000千円並びに本新

株予約権付社債券の紛失、盗

難又は滅失の場合に適切な証

明及び補償を得て発行するこ

とがある代替新株予約権付社

債券に係る本社債額面金額合

計額の合計額 

 

(2) 各本社債の額面金額 

10,000千円 

 

(3) 各本社債の払込金額 

  本社債額面金額の 100％ 
 

(4) 本新株予約権付社債の発行価

格（募集価格） 

本社債額面金額の102.5％ 

 

(5) 本社債の払込期日 

平成19年２月８日(ロンドン

時間) 
 

(6) 本社債の満期償還 

平成24年２月８日(償還期

限)に本社債額面金額の100％

で償還する。 
 

(7) 本社債の繰上償還 

イ．当社の選択による繰上償還 

・クリーンアップ条項による

繰上償還 

残存する本社債の額面金額総

額が、税制変更等による繰上償

還または当社が組織再編行為を

行う場合の繰上償還の通知を行

う前のいずれかの時点におい

て、発行時の本社債の額面金額

総額の10%を下回った場合、当

社は、その選択により、本新株

予約権付社債所持人に対して、

償還日から30日以上60日以内の

事前の繰上償還の通知を行った

上で、残存する本社債の全部を

本社債額面金額の100%で繰上償

１ 当社は、平成18年９月８日開催の

取締役会において、当社株式の流動

性の向上を図るとともに、１株当た

りの投資金額を引き下げ、投資家層

の拡大を図る目的で、平成18年10月

１日付をもって、株式分割を行う旨

を決議いたしました。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式 946,488株 

 

(2) 分割の方法 

平成18年９月30日最終の株主名

簿に記載された株主の所有株式を

１株につき、５株の割合をもって

分割しております。 

 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合における（１株当

たり情報）の各数値は以下のとおり

であります。 

 

 前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

3,365円23銭

１株当たり 
当期純利益 

985円82銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

952円56銭

 

 当事業年度 

１株当たり 
純資産額 

21,043円19銭

１株当たり 
当期純利益 

2,869円88銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

2,484円37銭
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前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

還することができる。 

ロ．本新株予約権付社債所持人の

選択による繰上償還 

本新株予約権付社債所持人

は、その選択により、当社に

対し、平成22年２月８日（以

下「任意償還日」という。）

において、その保有する本社

債を本社債額面金額の100%で

償還することを請求すること

ができる。かかる請求をする

ためには、本新株予約権付社

債所持人は、当該任意償還日

に先立つ30日以上60日以内の

期間に所定の償還通知書とと

もに当該本新株予約権付社債

券を本社債の支払代理人に預

託しなければならない。 

 

(8) 本社債の利率 

  本社債には、利息を付さない。

(9) 本新株予約権の目的となる株

式の種類及び数 

イ．種類  

当社普通株式 

ロ．数 

本新株予約権の行使により当

社が新たに発行又はこれに代え

て当社の保有する当社普通株式

を移転する当社普通株式の数

は、行使された本新株予約権に

係る本社債の額面金額の総額を

下記(10)記載の転換価額で除し

た数とする。 

(10) 転換価額 158,600 円 
転換価額は、本新株予約権付

社債発行後、当社が当社普通株
式の時価を下回る価額で当社普
通株式を発行し又は当社の保有
する当社普通株式を処分する場
合には、次の算式により調整さ
れる。なお、次の算式におい
て、「既発行株式数」は当社の
発行済普通株式（当社が保有す
るものを除く）の総数をいう。

 発行又は処分株式数

×１株当りの    

(既発行 発行又は処分価額

株式数
＋

時価 
調整後 

転換価額 
＝ 

調整前

転換価額
× 既発行株式数＋ 

発行又は処分株式数 

また、転換価額は、当社普通

株式の分割(無償割当てを含

２ 当社は平成18年10月６日開催の取

締役会において、当社が発行した第

３回無担保転換社債型新株予約権付

社債（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）額面総金額

200億円につきまして本新株予約権

付社債の社債要項および買取契約証

書に基づき、残存する本新株予約権

付社債の全てを繰上償還することを

決議いたしました。 

(1) 繰上償還の理由 

   本新株予約権付社債には繰上償

還が可能な条項が付されておりま

す。今後予想される株主価値の希

薄化および財務力強化のバランス

を総合的に勘案した結果、本新株

予約権付社債の残額全てを繰上償

還することといたしました。 

 

(2) 繰上償還する銘柄 

フィンテックグローバル株式会

社第３回無担保転換社債型新株予

約権付社債（転換社債型新株予約

権付社債間限定同順位特約付） 

 

(3) 繰上償還通知日 

平成18年10月６日 

なお、買取契約書上、当社と割

当先であるゴールドマンサック

ス・インターナショナルとの間で

平成18年10月10日正午以降の転換

請求は行わない旨合意しておりま

す。また、平成18年10月10日正午

までの転換価額は180,000円とな

っております。 
 
(4) 繰上償還日 

平成18年11月６日 
 
(5) 繰上償還額 

本新株予約権付社債の平成18年

11月６日時点での残存価額の全

額。なお、本新株予約権付社債は

発行後、株式への転換は一切行わ

れておりません。 

 

(6) 償還価額 

額面100円につき金101円 

 

(7) 繰上償還原資 

   繰上償還原資は短期借入金にて

充当いたします。 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

む。) 

又は併合、当社普通株式の時価

を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付さ

れるものを含む。）の発行が行

われる場合その他一定の事由が

生じた場合にも適宜調整され

る。 

 

(11) 発行する本新株予約権の総数

2,217個並びに本新株予約権付

社債券の紛失、盗難又は滅失の

場合に適切な証明及び補償を得

て発行することがある代替新株

予約権付社債券に係る本社債額

面金額合計額を10,000千円で除

した個数の合計数 

 

(12) 本新株予約権の行使期間 

平成19年２月22日から平成24年

１月25日における新株予約権行

使受付代理人の営業終了時（行

使請求地時間）までとする。 

 

(13) 本新株予約権の行使の条件 

 イ．各本新株予約権の一部行使

はできないものとする。 

 ロ．本新株予約権付社債所持人

は、平成22年12月31日まで

は、本新株予約権付社債の要

項に従い、ある四半期の初日

から最終日の期間において、

当社普通株式の終値が、当該

四半期の直前の四半期の最後

の取引日に終了する30連続取

引日のうちいずれかの20取引

日において、当該直前の四半

期の最後の取引日において適

用のある転換価額の120%を超

える場合に限って、本新株予

約権を行使することができ

る。なお、かかる計算は平成

22年12月31日に終了する四半

期には行わないものとする。

平成23年１月１日以降の期間

においては、本新株予約権付

社債の要項に従い、本新株予

約権付社債所持人は、当社普

通株式の終値が少なくとも１

取引日において当該取引日に

(8) 社債の減少による支払利息の年間

減少見込額 

  該当事項はありません。 

 

３ 当社は平成18年10月６日開催の取

締役会において、平成18年４月18日

に発行いたしましたフィンテックグ

ローバル株式会社第３回無担保転換

社債型新株予約権付社債（転換社債

型新株予約権付社債間限定同順位特

約付、額面総金額200億円）の繰上

償還資金に充当するため、下記のと

おり資金の借入を決議いたしまし

た。 

 

借入先 ： 日興シティグルー

プ証券株式会社 

金額 ： 200億円 

借入実行日 ： 平成18年11月２日

返済期日 ： 平成19年２月28日

利率 ： 1.17438％(固定金

利) 

借入方法 ： 金銭消費貸借契約

に基づく借入 

担保 ： 無 

保証 ： 無 

その他重要な特約 ： 無 

 

 

４ 当社は、平成18年12月20日開催の

定時株主総会決議に基づき、会社法

第238条および第239条に規定する新

株予約権の発行を決議いたしまし

た。 
 
(1) 新株予約権の目的となる株式の種

類及び数 

当社普通株式5,000株を上限とし

ます。 

なお、当社が株式分割等を行う場

合は、未行使の新株予約権の目的

たる株式数は次の算式により調整

し、調整により生じる１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

調整後
株式数

＝
調整前
株式数 

× 
分割(または併合)

の比率 

 
(2) 新株予約権の総数 

5,000個を上限とします。(新株予

約権１個につき普通株式１株。た

だし、前項に定める株式の数の調

整を行った場合は、同様の調整を
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前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

適用のある転換価額の120%を

超える場合は、以後いつで

も、本新株予約権を行使する

ことができる。 

 

(14) 調達資金の使途 

20,000,000 千円の日興シテ

ィグループ証券株式会社からの

ブリッジローンの返済に充当

し、残額についてはプリンシパ

ルファイナンス業務における投

融資資金に充当する予定であり

ます。なお、上記日興シティグ

ループ証券株式会社からのブリ

ッジローンは平成 19 年２月９

日に全額を返済しております。

 

２ 当社は、平成18年12月25日開催

の取締役会において、エフエック

ス・オンライン・ジャパン株式会

社（以下「ＦＸＯ社」と言う。）

の株式取得に関する決議をし、平

成19年１月16日に株式売買契約等

を締結いたしました。 

 株式取得に関する概要は次のとお

りであります。 

(1) 株式取得の理由 

当社は、当社グループが生み出

す金融プロダクツを証券子会社等

を介して個人投資家層へ販売する

ことを将来構想として企図してお

ります。その販売力（募集力）を

拡充強化するためにはインターネ

ット取引を介して個人投資家層へ

ダイレクトにアクセスする機能の

収得は、将来において避けては通

れない課題であります。 

しかしながら、この分野におけ

る機能充実には当社が現有するノ

ウハウや技術では対応しきれない

ものも多くＭ＆Ａによる事業展開

を企図しておりました。今般子会

社化するＦＸＯ社は、急拡大する

外国為替証拠金取引業界において

IT 技術を駆使した個人インター

ネット取引に必要な管理ノウハウ

や技術知識を有し、当社の事業基

盤の確立に充分に寄与する企業で

あると認識しております。 

 

行う。) 
 
(3) 新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとします。 
 
(4) 新株予約権の行使時の払込金額 

新株予約権１個当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）

は、次により決定される金額とし

ます。行使価額は、割当日の属す

る月の前月の各日（取引が成立し

ていない日を除く）における東京

証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値、また

は割当日の前営業日の終値（当該

営業日に終値がない場合は、それ

に先立つ直近日の終値）のいずれ

か高い額に、1.05を乗じた金額

（１円未満の端数は切り上げ）と

します。 

ただし、時価を下回る価額で、

新株を発行又は自己株式を処分す

る場合（新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く）は、

次の算式により行使価額を調整

し、調整の結果生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

 
   

(新規発行株式数)×(１株
あたり払込金額) 

 
(既発行
株式数)

＋ 

(新規発行前の株価)(調整後
行使価額)

＝
(調整前
行使価額) 

× 
(既発行株式数)＋(新規発行株式数)

 
(5) 新株予約権の権利行使期間 

平成21年１月１日から平成28年11

月30日 

 

(6) 新株予約権の行使条件 

 ①新株予約権の割当を受けたもの

は、本新株予約権の権利行使時に

おいても、当社または当社子会社

の取締役、監査役または従業員の

地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退

職その他正当な理由のある場合は

この限りではありません。 

 ②新株予約権割当契約で相続人、譲

受人、質権の設定を受けた者その

他の新株予約権の割当を受けた承

継人による新株予約権の行使を認

めないものとします。 

 ③新株予約権割当契約で権利行使期

間中の各年（１月１日から12月31
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前第１四半期会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成17年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成18年10月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

(2) 株式を取得する会社の商号、住

所、代表者の氏名、資本金およ

び事業の内容 

①商号 

エフエックス・オンライン・ジ

ャパン株式会社 

②住所 

東京都港区西新橋三丁目24番10

号 ハリファックス御成門ビル

８Ｆ 

③代表者の氏名 

ジェームズ・ダラス・ガウ 

④資本金 

４億円 

⑤事業の内容 

外国為替証拠金取引業 
 

(3) 株式の取得先 

  ジェームズ・ダラス・ガウ 他
 

(4) 取得株式数、取得価額及び取得

前後の所有株式の状況 

①異動前の所有株式数：０株

（所有割合 ０％） 

②取得株式数：3,499 株（議決

権の数 3,499 個、所有割合

49.99％） 

③取得価額：9,356 百万円 

平成19年１月31日に当社は

1,496株を取得いたしましたが、

うち350株を同日、みずほキャピ

タル株式会社及びみずほキャピタ

ル第２号投資事業有限責任組合へ

取得価額で譲渡しております。ま

た、当社は平成19年３月31日まで

に残る2,003株を取得する予定で

あります。以上の結果、異動後の

所有株式の状況は以下の通りとな

ります。 

異動後の所有株式数：3,149 株

（議決権の数 3,149個、所有割合

44.99％、③の取得価額から譲渡

株式の価額を差し引いた価額は

8,420百万円であります。） 
 

(5) 支払資金の調達及び支払方法 

当該株式取得につきましては、一

部を手許資金にて、残額を銀行借

入にて調達する予定であります。

支払方法は銀行振込であります。 

日までの期間）において権利行使

できる新株予約権の個数の上限ま

たは新株予約権の行使によって発

行される株式の発行価額の合計額

の上限を定めることができるもの

とします。 

 

(7) 新株予約権の行使により株式を発

行する場合における増加する資本

金及び資本準備金の額 

 ①新株予約権の行使により株式を発

行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし、

計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとしま

す。 

 ②新株予約権の行使により株式を発

行する場合において増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から①に定める増

加する資本金の額を減じた額とし

ます。 

 


